自己申告書（第二次）の記入要領及び用語説明
１．審査を受ける者が行う研究 

○「（ 研究費）」の欄は、厚生労働科学研究費、文部科学研究費等の公的研究費の名称を記入すること。 

○「研究事業名」の欄は、例えば、「創薬バイオマーカー探索研究事業」等の研究事業名を記入すること。 

○「研究課題名」の欄は、研究課題を記入し、課題番号がある場合は末尾に課題番号を括弧書きで記入すること。 

研究が複数ある場合は、それぞれ記入すること。研究数が多いため記入欄が足りない場合は、適宜、記入欄を追加して記入すること。 
２．審査を受ける者の立場 

Ａ　研究者 

○「研究者」とは、研究を行う、又は行おうとする個人のことをいう。 

Ｂ　研究者の家族（一親等まで） 

○「研究者の家族」とは、研究に関わる研究者の ①配偶者 及び ②生計を一にする一親等の親族を指す。「一親等の親族」とは、研究者の親又は子のことをいい、配偶者の親を含まない。 

（ただし、配偶者の親が研究に関係する企業から多額の収入を得ている場合等は、６．の「その他利益相反の管理に関し申告すること」の欄に具体的に記載すること。） 
Ａ 研究者 ・ Ｂ 研究者の家族（一親等まで）共通 

１）外部活動について 

○「外部活動」とは、利益相反が懸念されるような外部における活動を指す。すなわち、 

ア）当該企業・団体等と経済的な利益関係がある場合 

イ）当該企業・団体等と経済的な利益関係がない場合でも、当該企業・団体等との関係を有することによって、公的研究で必要とされる公正かつ適正な判断が損なわれる、又は損なわれるのではないかと第三者から懸念が表明されかねない事態が生じることが考えられる場合 

における当該企業・団体等における活動が対象となる。 
企業・団体等とは、国、地方公共団体、独立行政法人、地方独立行政法人を除くすべての営利法人（例：株式会社）、公益法人（例：財団法人、社団法人）その他の法人（例：中間法人、ＮＰＯ法人）、権利能力なき社団又は任意団体（例：法人認可を受けていない学会等の団体）を指す。 

○「役割（役職名等）」の欄は、顧問、評議員、取締役等の役職名を記入するか、又は果たしている役割を具体的に記入すること。 
２）企業・団体からの収入について 

◎「企業・団体からの収入」は、診療報酬を除き、同一組織から年間１００万円を超える場合に、「有」として、記入を行うものとする。 

○「報酬・給与」とは、労務提供の対価として支払われる金銭（「原稿料」又は「講演謝礼等」に該当するものを除く。）をいうが、診療報酬は含まない。 

○「原稿料」とは、雑誌・書籍等への寄稿の対価として支払われる適正な額の金銭をいう。 

○「講演謝礼等」とは、講演、セミナー等への参加や発表等の対価として支払われる適正な額の金銭をいう。 

○「ロイヤリティ」とは、知的所有権（特許権、著作権、商標権等）の利用の対価として支払われる金銭をいう。 

○「その他の贈与」とは、上記のいずれにも該当せず、研究活動に直接関連しない金銭又は物品の受け取り（商品券や商品の贈答）、申告対象者の飲食費・宿泊費・旅費等の費用の支払いの肩代わり又は債務の引受（借金の肩代わり）等をいう。 
３．研究者の産学連携活動にかかる受入れ 

◎「研究者の産学連携活動にかかる受入れ」は、産学連携活動に係る同一組織からの受入額が、年間２００万円を超える場合に、「有」として、記入を行うものとする。 

○「活動内容」の欄は、①共同研究、②受託研究、③コンソーシアム、④実施許諾・権利譲渡、⑤技術研修、⑥委員等の委嘱、⑦客員研究員（ポストドクトラルフェロー）の受入れ、⑧研究助成金・奨学寄附金受入れ、⑨依頼試験・分析、⑩機器の受入れの別を記載し、上記以外の産学連携活動に係る受入れについては、その内容を具体的に記述すること。 

○受入れが、組織・部門の長又は主任研究者として（あて職的に）受領したものである場合、当該研究者に直接関係ないことが明確なものがあるときには、それを別にして算出することができる。 

○受入れがプロジェクト全体など複数の研究員に係る場合で、受入れ額を複数の研究員に按分して帰属させる場合、 

（１）頭数による均等割 

（２）エフォートに応じた比例配分 
のいずれかによるものとし、用いた算出方法を欄外に注記するものとする。 
４．産学連携活動の相手先のエクイティ 

◎「エクイティ保有」とは、公開・未公開を問わず、株式、出資金、株式買入れ選択権（ストックオプション）、受益権等をいう。 

ただし、上場投資信託（ＥＴＦ）又は不特定多数の者を対象として募集される投資信託など、信託形態により信託財産の一部として当該企業の株式等を間接的に保有するに過ぎず、株主議決権等の行使により当該企業の経営に対して影響力を行使することができない場合は、原則として含まない。 
５．被験者への説明・同意文書への記載（説明同意が必要な場合に限る。） 

◎この欄は、審査を受ける者の行う研究のうち、被験者に対する説明・同意が必要な研究のみについて、研究課題ごとに、説明・同意文書への利益相反に関する記載の有無を記入すること。 

「有」の場合は、当該記載説明文を添付すること。 
６．その他利益相反の管理に関し申告すること 

◎この欄は、申告の基準には該当しないものの、総合的にみて外部から弊害が生じているのではないかとの指摘がなされる可能性が懸念されるため、研究の客観性、公平性を損なうという印象を社会に与えることがないようにするために、利益相反委員会に自発的に相談・申告を行う場合に、外部活動、企業・団体からの収入又は産学連携活動に係る受入れその他の申告内容を記入すること。 

（例）・ある企業から6年前に多額の寄付を受け、当該企業の利害と密接な関係のある研究を行う場合 
・医薬品に関係する研究を実施するに当たり、当該医薬品を製造する企業から研究者が所属している研究室に、客員研究員が2ヶ月に1回程度来ている場合 

・配偶者の父親が研究と密接な関係のある企業の役員を務めている場合など 

（上記の例はいずれも、下線部が申告の基準に該当しないが、具体的な事案に即して総合的にみると、申告することが望ましい場合がある。） 
７．研究者が厚生労働科学研究の研究代表者である場合 

◎ 研究者が厚生労働科学研究の研究代表者である場合は、研究分担者の所属機関において、利益相反委員会が設置され、利益相反の管理が行われているか（その機関が、長岡技術科学大学以外の他の研究機関に委託して、当該他の機関に設置された利益相反委員会において利益相反の審査を行う場合を含む。）を確認すること。
 　　（１）行われている場合（又は近々行う予定である場合）は、審査の時期を確認の上、審査結果の報告を受けること。 

（２）行われていない場合（又は今年度は行う予定がない場合）は、研究代表者から研究分担者にこの申告書を送付し、記入・返送の上、長岡技術科学大学利益相反委員会に提出し、当該研究分担者の利益相反状況について、長岡技術科学大学利益相反委員会の審査を受けること。
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